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3　福島第一原発事故による被災から 6 年経過し
た。被災からの回復に向けて努力されているが、
その進展ははかばかしくない。特に目立つのは、
被災者・被災地が直面している現実と、事故に対
応するための施策のあいだの齟齬である。たとえ
ば、ⅰ）損害賠償（補償）と生活再建とのリンク
が欠如していること、ⅱ）地域再生施策が災害復
旧・産業振興の手法によって進められていて実効
性に欠けること、ⅲ）地域再生の過程において地
域のイニシアティブが確保されていないこと、ⅳ）
自然生態系の再生が等閑視されていることなどで
ある 1）。
　また、齟齬が生じる理由については、わかった
つもりになる国民の「不理解」が政策を導いてい
ること 2）、原発事故と津波被災との分離・交錯の
なかで前者が過小に評価されていること 3）、「原
発避難」の実態が覆い隠されていること 4）など、
多くの指摘がある。
　齟齬の存在は認識されている。だが、施策を見
直す機運はない。なぜならば、政府の対応方針は、
事故発生当初から、第一に社会不安を収拾するこ
と、第二に災害状態を早期に解消することであり、
いまに至るまでこの方針が堅持されているからで
ある。実際、第一の方針に基づいて、事故炉の危
険の沈静化が図られ、次いで廃炉事業が推進され
ている。避難指示もこの一環であるが、それは最
優先課題ではなかったことは周知のとおりであ
る。第二の方針は、被災対策の目標を早期帰還と
定め、その加速を政府が一体的に推進する政策と
なって現れている 5）。たとえば避難者支援は帰還
に向けた課題であって、生活再建はそのための条
件とみなされている。
　このように、原発事故被災への対応は、方針が
先に定められ、それに従って事態に介入し現実を
制御する手法が採用されているのである 6）。現実
と施策とのあいだに齟齬があっても、それは社会
不安の解消と早期帰還の実現によって顧みられな
くなると考えられているのかも知れない。
　しかしながら、被災から回復する主体は被災者・
被災地である。回復は、完全に元の姿に戻ること
ではない。被災を所与のものとして、当事者がそ
れと折り合いをつけながら、回復の道筋、方途な
どを選択・決定する過程をたどることによって初
めて進展する。被災者・被災地の抱える条件や社
会経済環境に応じて、回復の過程や回復後の姿が
多様なものとなるのは当然である。回復のプロセ
スが健全なかたちで進むためには、被災者や被災
地がイニシアティブを確保し、主体性を発揮しな
ければならないのである。
　ところが、この回復主体が持つべきイニシア
ティブは、被災に対応するための政策形成やその
運用において等閑視されているだけでなく、現実
にもほとんど発揮されていない。その理由として、
次のようなことが考えられる。
1） 「避難指示解除」「早期帰還」「福島復興」など
の包括的な方針については、それを批判・吟
味する状況にないこと。現段階では、それぞ
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4＜特集論文＞
れの方針が具体的にどのような帰結をもたら
すかを予測するのが難しいからである。
2） 緊急事態に対応するための統制がそのまま延
長され、社会秩序を維持するためのしくみと
して暗黙裏に受容されていること。放射性物
質の影響について十分に解明されていないこ
とが、緊急事態対応の継続を助長しているの
かも知れない。
3） 直面している困難に対応するためには、現在
の支援の枠組みに従うほか術がないこと。代
替する施策の提案はあるが、具体性や実現可
能性に乏しい嫌いがあるほか、困難にはいま
すぐに対応しなければならないのである。
4） 対策は、東日本大震災対策と同様に災害救助、
災害復旧、被災地復興の枠組みのもとで進め
られていて、原発事故被災独自の事情を組み
込む余地に乏しいこと。たとえば、「回復」の
姿は、津波災害からのものと原発事故からの
ものとでは質的な違いがあるが、それは参酌
されていない。
5） 被災からの回復に関する政策について、開か
れたかたちで検討・議論する場がないこと。
とりわけ、被災者・被災地が意思決定に参加
するしくみが非常に貧弱である。また、被災
の評価や対応策が原子力政策と密接に関係す
ることも見逃せない要因である。
　ただ、これらについて実証的に分析し論証する
ことは難しく、残念ながらここで論じる用意はな
い。
　このような状況のなかにあって、被災者・被災
地のイニシアティブが発揮されている数少ない例
は注目に価する。この特集に収録した以下の 4 つ
の論文は、それらの例に焦点を当て、被災からの
回復におけるイニシアティブ発揮の実態や課題に
ついて分析・考察した論考である。
　早尻論文は、被災した森林組合の実情や、森林
除染を含めた里山再生への独自の取り組みについ
て分析・考察を加え、また、林業復興に結び付く
損害賠償のあり方について提案している。そして
「森林への働き掛けをやめないことが、地域固有
の自然、文化、歴史を踏まえた生業再建の可能性
を保持することにつながる」と結論づけている。
　自然と深く関わる生業を取り戻す過程では、当
然に、自然に、被災者（組合）のイニシアティブ
が発揮されるし、必要であることを明確に示す論
考である。
　松尾論文は、放射性廃棄物中間貯蔵施設の建設
計画をとりあげ、追加的加害、被災者の分断、計
画の不透明さなどの問題を伴い、このことが責任
の曖昧さと当事者意識の持ちにくさにつながり合
意形成を阻んでいるとしている。そして、多段階
の合意形成プロセスが必要だとし、地域住民も参
加する「環境安全委員会」への期待を表明している。
　被災後にさらに新たな負担を負わなければなら
ない問題構造を示し、そこでの合意形成における
イニシアティブの意味を考察した論考である。
　白井論文は、福島県で地域密着型再生可能エネ
ルギー事業への取り組みが進展していること、福
島県民が「エネルギーの自治（関係者の参加）」に
有意に高い関心を示していることなどから、「福島
県は「エネルギーの自治」に、全県をあげて取り
組む比類のない先進地になっている」としている。
　再生可能エネルギー事業の自治的な取り組みを
通じて、被災地が主体的に地域再生を果たす可能
性を示唆する論考である。
　清原論文は、市民活動による土壌の放射性物質
汚染調査に着目し、自主的な調査によって被災を
主体的に把握することにより、汚染問題に関する
発言の平等性、当事者性、専門知への対抗的相補
性を確保できるとしている。そしてこのことが、
復興政策の偏りを正していく可能性をもたらすと
する。
　復興に政治的なバイアスが掛かるなか、市民が
イニシアティブを発揮することによって被災をあ
りのままに把握することができ、政策の偏りを正
すことにつながるとする論考である。
　これらの論考から明らかになるのは、イニシア
ティブをめぐる二つの事実である。一つは、被災
者・被災地のイニシアティブが発揮されているの
01_解題_長谷部_vol7.indd   4 17/03/01   10:58
5解題：原発事故被災からの回復
は、政策の中心的な課題においてではなく、その
外縁部であること。林業の再建や再生可能エネル
ギー事業の自治的展開は政策の片隅に置かれて優
先度が低く、土壌の放射性物質調査など被災を客
観的全体的に把握する施策は課題にさえなってい
ない。中間貯蔵施設の建設は重要な課題であるが、
その実施は既成事実とされ立地のための合意形成
は無用と考えられているようだ。
　もうひとつは、イニシアティブ発揮において、
政策が障害となっていること。実際、森林の再建
においては除染方針や損害賠償のしくみが阻害要
因となっているし、中間貯蔵施設建設に関する合
意形成が問題となるのは既成事実化が押し進めら
れているからである。また、復興のために推進す
るとされている「福島イノベーション・コースト
構想」や「福島新エネ社会構想」は、エネルギー
自治による地域再生との親和性に疑問があるばか
りか、被災からの回復を産業振興が主導する社会
関係をつくり出し、健全な回復に逆行する恐れさ
えある。そして被災の客観的全体的な把握は、当
然、被災対策の対象を避難指示区域に限定する方
針と衝突する。
　このように、原発事故被災からの回復における
イニシアティブのあり方は、被災に対応する政策
の構造と不可分な関係にある。被災者・被災地が
主体的に回復する過程を支援するためには、政策
の形成過程やその拠って立つ論理を究明し、それ
と被災からの回復との関係を分析しなければなら
ない。
　最後に置いた長谷部論文は、この課題に応えよ
うとする試論である。緊急事態対応と回復過程へ
の支援とは質的な違いがあること、「回復」は日
常性を取り戻すことで、本人が主体となって、安
全の確立、想起と服喪追悼、通常生活との再結合
の過程をたどるほかないこと、被災地の回復は土
地とのつながりを取り戻すことであることなどを
示し、現在の政策はこのような要請に応えるもの
となっていないとする。そして、いま進められて
いる政策の基本原則を、内発的な回復過程に対す
る支援へと転換する必要性があると主張する。そ
のうえで、転換のための 4 つの具体的な施策を提
案している。
　いまだ具体性は十分ではないが、被災からの回
復に即した政策の再構築を試みる論考のつもりで
ある。
　原発事故被災は、日本の社会経済構造問題に根
ざす複雑で奥の深い問題である。この問題と取り
組むうえで堅持しなければならないのは、被災か
らの視点である。被災者・被災地が回復を果たす
うえで何が必要か、それに対してどのように支援
できるのかなど、切実な課題に直面しているいま、
これら 5 つの論文がその解決に向けた一助となれ
ば幸いである。
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